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デジタル改革関連法はデジタル監視法





◆それは監視社会を作り上げ、国家のあり方を変える法律。


◆国会での審議時間が60時間未満という拙速審議で成立した法律で不備が多い。


◆個人情報保護よりデーター利活用・経済的利益優先に著しく偏っている。　


◆マイナンバーによる国民の情報の一括管理が進められる。


◆民主主義の後退。


◆個人情報を与えるに値する国家かどうか、国民が信頼できる国家かどうかが問われている。信頼できない場合は政権交代が一番の早道。


　―以上がお話のメインであり結論だったと思います。





構築されてきた監視社会





　２０００年盗聴法、02年住基ネット稼働、13年特定秘密保護法、15年安保法制、マイナンバー制度開始、17年共謀罪（テロ等準備罪）と着々と進められてきた監視社会の構築が、デジタル監視法、そして土地利用規制法で総仕上げになる。


　15年の警察法の改正により、政府と警察の接近が図られた。内閣総理大臣の指揮の下、デジタル庁・内閣情報調査室・警察が一体化し、国民の監視を行う可能性が大きくなった。





日本の個人情報保護制度





　１９８４年以降、先進的な自治体が個人情報保護条例を制定し、２００３年に法律ができた。これにより国と地方自治体とで分権的な個人情報保護システムが構築された。しかし個人情報コントロール権の考えに近い規定はあるが、権利として明記されていない。





デジタル監視法の個人情報保護法制





　地方公共団体の個人情報制度も共通ルール化し国が一元管理へ。個人情報の一元化は、地方自治体が長年の努力と住民との合意によって作り上げてきた制度を破壊し、自治体による独自政策が困難になる可能性がある。


　ＥＵのような開示請求権、訂正請求権、利用停止請求権など、データ主体（個人本人）の権利規定は不十分であり、情報伝達が高度化した現在の社会に対応していない。そればかりか、データ共同利用権のような「本人の同意や事業者などの許諾だけに基づくものではなく、～相当な公益性がある場合に、データ利用を認めるものとする」という、個人の同意を原則とする世界の趨勢からも逸脱したものになっている。





個人情報保護の後退





　個人情報収集・管理についての規制が不十分。刑訴法の「捜査照会」により警察は捜査に必要な情報を取得可能。ガバメントクラウドや民間クラウド等のあらゆる個人情報の照会を求めることが出来るようになり、なおかつ犯罪捜査に関する個人情報は総務大臣への通知不要。


　デジタル庁には情報の利活用をしたい民間企業からの出向が多く、デジタル化行政に民間企業の意思が反映される懸念がある。


　国を凌ぐ情報を有するＧＡＦＡＭ等のプラットフォーマーの強大化をみても、これらの企業による個人情報軽視等の人権侵害を防ぐ必要性があり、データ主体としての権利の確立と行政・企業への適切な法規制が必要である。





マイナンバーの推進





　マイナンバーの下での個人情報の一元管理により、あらゆる個人情報がマイナンバーを介してアクセスできるようになる可能性がある。現状の日本のマイナンバーシステムは非常に甘い。


　預貯金口座との紐付け、公的給付の情報管理、健康保険証・運転免許証・スマホとの一体化、国家資格との紐付けも検討されている。





求められる法制度と今後の取り組み





　国民の権利擁護と生活の質の向上のための「デジタル化」であるべきで、「個人情報保護制度の強化」「個人情報収集・利用への適切な規制」「独立した監視機関の創設」等の法整備が必要である。


　そして私たちには、情報の一元管理を阻止し、セキュリティの強化を求めるなどの取り組みが必要となる。


　　✕　✕　✕


　多くの質問に丁寧に答えられた大住さんは、背後にある目的を見極めることが大事と結ばれた。


　最後に司会者から、デジタル化を進めていく過程で自治体の役割が重要になる。私たちは身近な自治体を監視し働きかけていこうと呼びかけられた。





　　（三宅 征子・記）
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　調布｢憲法ひろば｣は7月11日13時半から、あくろすホールで168回例会。デジタル監視法案に反対する法律家ネットワーク、自由法曹団事務局次長、東京南部法律事務所でご活躍の大住広太弁護士（写真右上）から「デジタル改革関連法の諸問題」についてお話をいただいた。リアル参加20人、オンライン参加4人だった。司会は石山久男世話人（写真左下）、記録は三宅征子さんにお願いした。　（編集部）














